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リレーコラム
６次産業化・農商工連携と地産
地消の拡大にむけて
　地域農業の振興において、６次産業化・農商工連携及び地産地消の拡大は不可欠なことは周
知のとおりである。本稿では、それらを支える法制度を概観することで特徴を整理するととも
に、消費動向との比較からこれからのそれらのあり方について展望したい。

　「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進
に関する法律」が平成22年12月に公布され、六次産業化・地産地消法と略されるように、（１）
農林漁業者におる加工・販売への進出等の「６次産業化」に関する施策、（２）地域の農林水
産物の利用を促進する「地産地消」に関する施策、が実施されてきた。
　同法の前文ならびに第一章で、農林漁業等の振興を図るとともに食料自給率の向上等に寄与
することが同法の目的であると示され、第二章「地域資源を活用した農林漁業者等による新事
業の創出等」と第三章「農林漁業及び関連事業の総合化の促進に関する施策」では、それぞれ「６
次産業化」と「地産地消」に係る施策が示される。同法の施行から15年以上が経過し、それぞ
れについても全国各地で実践的に取り組まれていることから、同法におけるそれらの定義及び
目的は読者の知るところである。そこで以下では、概要についてのみ確認しておきたい。
　６次産業化とは「農林漁業及び関連事業の総合化」であり、「地域資源を活用した農林漁業
者等による新事業の創出等を図るため、単独又は共同の事業として農林水産物等の生産及びそ
の加工又は販売を一体的に行う事業活動であって、農林水産物等の価値を高め、又はその新た
な価値を生み出すことを目指したもの」（第三条）と定義される。そして、「農林水産物等又は
これを原材料とする新商品の生産又は販売に関する新技術の導入が重要であることにかんが
み、多様な主体による当該新技術の研究開発及びその成果の利用」の推進が謳われ、「事業の
多角化及び高度化、新たな事業の創出等を促進するため、地域の自然的経済的社会的条件に応
じ、地域における創意工夫を生かしつつ、農林漁業者等が必要に応じて農林漁業者等以外の者
の協力を得て主体的に行う取組に対して国が集中的かつ効果的に支援」を行い、その促進を図
ることが目的とされる（第二条）。条文から看取されるように、６次産業化においては高付加
価値化とそのための新技術の導入が強く意識され、具体的な施策も、農業改良資金融通法の特
例（償還期限・据置期間の延長等）や野菜生産出荷安定法の特例（指定野菜のリレー出荷によ
る契約販売に対する交付金の交付）のほか、研究開発・成果利用事業活動に対する種苗法（出
願料・登録料の減免）及び農地法の特例措置（農地転用許可に係る手続きの簡素化）など、資
金・制度面での支援が中心となっている。
　また地産地消については「国内の地域で生産された農林水産物をその生産された地域内にお
いて消費すること及び地域において供給が不足している農林水産物等がある場合に他の地域で
生産された当該農林水産物を消費すること」（第二十五条）と定義され、①生産者と消費者の
結びつきの強化、②地域の農林漁業及び関連事業の振興による地域の活性化、③消費者の豊か
な食生活の実現、④食育との一体的な推進、⑤都市と農山漁村の共生・対流との一体的な推進、
⑥食料自給率の向上への寄与、⑦環境への負荷の低減への寄与、⑧社会的機運の醸成及び地域
における主体的な取組の促進、など第二十六条から第三十三条において理念と目的が示されて
いる。これらに基づき、直売所等や学校給食等における地域農林水産物の利用促進、食育等の
活動を通じた国民の理解と関心の増進などが取り組まれていることは周知のとおりである。
　同法と類似したものに、いわゆる農商工連携法と略される「中小企業者と農林漁業者との連
携による事業活動の促進に関する法律」（平成20年７月公布）がある。「中小企業者と農林漁業
者とが有機的に連携し、それぞれの経営資源を有効に活用して行う事業活動を促進することに
より、中小企業の経営の向上及び農林漁業経営の改善を図る」ことを目的に（第一条）、「食品
等の生産、製造、加工又は販売の事業を行う者が実施する認定農商工等連携事業に必要な資金
の借入れに係る債務を保証」するほか、「認定農商工等連携事業を実施する食品等製造業者等
に対し、必要な資金のあっせん」が行われる（第十条）。
　上記で俯瞰したように、これら法律は主として地域の農林水産業における収益性の低さ、需
要確保と地域産業の振興を課題に位置付け、六次産業化または農商工連携によって地域農水産
物の加工・高付加価値化を図り、地産地消によって需要確保を図ることを目的としている。６
次産業化や農商工連携において差別化・高付加価値化の事例が多く見受けられる要因が、生産
者における利益志向だけでなく、政策としても推進されてきたことにもあると理解できよう。

　ここで新たな課題として浮上することは消費動向との関係である。日本政策金融公庫が実施
する消費者動向調査1）の結果を整理した図１に示されるように、2025年１月の調査結果におい
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て消費者が最も重視する項目が「経済性」（45.6％）となっている。物価高騰が顕著となった
2024年に急上昇したものの、最近10年間は一貫して増加傾向にある。とりわけ、20代から40代
までにおける上昇は顕著で、2025年度調査結果ではいずれも50％超の水準となっている。「健康」
は変動をしながらも40％以上を維持しているが、しかしながら「安全」や「国産」は一貫して
下落傾向にあり、2025年１月の調査結果はそれぞれ15.2％と11.5％と10年間で最低またはほぼ
それに近い水準となっている。つまり、６次産業化や農商工連携による差別化・高付加価値化
の路線と調査結果から看取される消費動向とは軌を一にしていないと素描できるのである。ま
た、調査に対する回答と現実の購買行動とは必ずしも一致しないという調査結果もある2）。
　一方で、６次産業化や農商工連携とシンクロする側面も看取される。2015年調査段階では
26.0％であった「簡便化」は一貫して増加傾向にあり、2025年１月調査結果では過去最高とな
る40.3％となっている。単なる素材ではなく、調理済みまたは半調理済み食品としての需要が
増大しているのである。ただし、経済性志向が強まる中での簡便化であり、６次産業化・農商
工連携において目指される差別化・高付加価値化の加工とは逆ベクトルにあることに留意しな
ければならない。
　インフレの解消が見込めない現在、消費者において食に対する経済性がより重視されること
は想像に難くない。また構造的な世帯規模の縮小により、簡便性は世代を超えて重視されるこ
とも推察される3）。これらを踏まえると、現在の諸政策・制度の下で取り組まれている６次産
業化・農商工連携と地産地消の延長線上には自ずと限界があることは明白である。経済性と簡
便性を担保しなければ、地産地消を訴えたところで需要を確保することは難しいのである。差
別化・高付加価値化ではない日常的な消費のための商品を、地域経済の規模で達成することが
求められるのである。助成の対象となるような大袈裟な新技術導入や新商品開発ではなく、足
元の需要を見つめ直すことから始めなくてはならない。
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
１　消費動向調査については本誌618号に掲載されている。詳細はそちらを参照されたい。
２　Chris van Tulleken. （2024）Ultra-Processed People. Penguin Books. 調査において「有機

農産物」や「牧草での肥育」を重視すると回答した消費者が、実際の店舗では価格で商品
を選択しているという調査結果が示されている。詳細は同書p141を参照。

３　2025年１月調査結果では、30代が53.6％、20代と40代がそれぞれ45.8％と45.2％と高位に
ある。50代以降は年齢に応じて減少しており、50代39.2％、60代33.2％、70代27.5％となっ
ている。
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